「県内発生期」における社会福祉施設等への臨時休業の要請について（改定版）
平成２１年５月２５日

島根県健康福祉部新型インフルエンザ対策本部施設班
（地域福祉課・高齢者福祉課・青少年家庭課・障害者福祉課）

■社会福祉施設等の県内発生期における対応方針

　【社会福祉施設等対応マニュアル】
　　通所施設においては、新型インフルエンザの発生状況を考慮し、サービス提供の縮小、
一時中止等を検討する。（圏域内で発生した場合は、通所サービスは、原則一時中止）

　【運用方針】
●圏域内で発生した場合、一律にサービスを中止せず、状況に応じて臨時休業を検討する。
●県又は市町村から、臨時休業を要請する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■臨時休業を要請する場合の方法

　１　患者や濃厚接触者が活動した地域等に含まれる市町村と相談した上で、以下のとおり要請
を行うこととする。　（⇒「基本的対処方針」等のＱ＆Ａ２０）

ただし、市町村・社会福祉法人等が自らの判断に基づき、臨時休業措置を講じることを妨
げない。
　①保育サービスの場合

県から市町村に対して要請を行い、当該市町村から保育サービスの提供主体に対して臨
時休業の要請を行う。

　②保育サービス以外の社会福祉施設等（短期入所・通所介護等を行う事業所に限る。）の場合
　　　　県から行うことを基本とし、社会福祉施設等への要請は、県から直接、あるいは市町村
の協力を得て市町村経由で行う。
２　臨時休業の範囲については、原則として　以下の区分により決定する。
ただし、医療関係業務に従事する保護者等で、保育サービスの提供が不可欠な場合においては、サービス確保のための方策を講ずることを妨げない。
（⇒「基本的対処方針」五（二）、「基本的対処方針」等のＱ＆Ａ２２）

【感染の初期、患者発生が少数であり、感染拡大防止に努めるべき地域】
（⇒「運用指針２（１）③」、「基本的対処方針」等のＱ＆Ａ１６）
　　　①発生した患者が通所サービスに通う利用者である場合

　　　　原則として、市町村の全域、場合によっては、圏域あるいは県全域での臨時休業を要請

　　　②発生した患者が通所サービスに通う利用者以外である場合

　　　　二次感染が生じ、感染拡大のおそれがあるときは、同様に、臨時休業を要請
【急速な患者数の増加が見られ、重症化の防止に重点を置くべき地域】
（⇒「運用指針２（２）③」、「基本的対処方針」等のＱ＆Ａ１７）
　　　原則として、季節性インフルエンザと同様の対応とし、設置者等の判断により臨時休業を行う。
　３　臨時休業の要請については、原則として、１週間ごとに延長又は解除について検討を行い、

　　感染状況を踏まえ、症状がある者を休ませるなど感染防止策の徹底を前提とした上で、臨時

　　休業の解除を要請する。
　　　なお、解除後に患者が発生した社会福祉施設等については、個別に臨時休業を要請する。
　　（⇒「運用指針２（１）③」「基本的対処方針」等のＱ＆Ａ１６）
（参考）
■新型インフルエンザ対策本部「基本的対処方針」抜粋（平成21年５月22日） 
五．患者や濃厚接触者が活動した地域等における国民生活の維持を図る。 

（二）従業員の子ども等が通う保育施設等が臨時休業になった場合における当該従業員の勤務に
　　 ついて、事業者に対し、配慮を行うよう要請する。また、医療従事者等の子ども等が通う
　　 保育施設等が臨時休業となった場合、保育等を確保するための方策を講ずる。
■「基本的対処方針」等のＱ＆Ａ（平成21年５月22日）
　　　（問１６）

　　　　　感染の初期、患者発生が少数である場合に、学校・保育施設等の臨時休業は、地域の学校等の全てを対象にする必要があるのか。特定の学校等の臨時休業や学級閉鎖では足りないのか。 
　　　（答） 
１．学校・保育施設等については、専門家諮問委員会の意見を踏まえ、人口密度、通学圏、生活圏域等を考慮しつつ、原則として、市区町村の一部又は全域、場合によっては都道府県全域で臨時休業を要請することとしている。 

２．学校等は、児童・生徒を通じ地域の主たる感染源となりうること、ウイルスの特徴にまだ不明な点があるため慎重に対応する必要があること、感染拡大防止から、特定の学校等や学級の閉鎖にとどまらず、原則として、一定の地域単位で休業を要請することとしている。 

３．しかし、学校間の距離が離れている場合など地理的条件が整えば、特定の学校のみの臨時休業で感染拡大を防止できることもありうることから、地域の実情に応じ、弾力的に判断していただきたい。 

４．また、臨時休業を解除した後に、患者が発生した学校・保育施設等については、都道府県（都
　　道府県の新型インフルエンザ対策本部、保健衛生部局等）が個々の施設ごとに臨時休業の要
　　請を行うこととなる。

　　　（問１７）

　　　　急速に患者数が増加してきた場合、地域の学校・保育施設等の全てを対象に臨時休業の要請をする必要はないのか。 
　　　（答） 
１．地域において急速に患者数が増加している場合には、広範囲の地域で学校・保育施設等の臨時休業を行うことは、感染拡大防止には効果が薄いため、地域の学校等の全てを対象に臨時休業の要請をする必要はないと考える。 

２．ただし、患者が多く発生している学校等において、当該学校等に通学する児童・生徒等を感
　　染から守るために臨時休業等をすることには意義があることから、季節性のインフルエンザ　

　　と同様の対応として、特定の学校の臨時休業や学級閉鎖等の措置が考えられる。
　　　（問２０）

　　　　保育施設等の臨時休業は、都道府県が要請するとされているが、どのように行うのか。 
　　　（答） 
１．保育サービスの場合、臨時休業の要請は、都道府県の新型インフルエンザ対策本部等が保育
　　担当部局と連携し、患者や濃厚接触者が活動した地域等に含まれる市町村と相談した上で都
　　道府県が市町村に対して行い、当該市町村が保育サービスの提供主体に対し、要請を行う。 

２．これらの保育サービス以外の社会福祉施設等（短期入所・通所介護等を行う事業所に限る。）
　　に対する臨時休業の要請は、都道府県の新型インフルエンザ対策本部等が社会福祉施設等の
　　担当部局と連携し、患者や濃厚接触者が活動した地域等に含まれる市町村と相談した上で都
　　道府県が行うことを基本とし、社会福祉施設等への要請は、都道府県から直接、あるいは市
　　町村の協力を得て市町村経由で行うこととなる。
　　　（問２２）

　　　　保育施設や高齢者の短期入所・通所介護等を行う事業所が臨時休業になった場合、保育サービ
　　　　スや介護サービスを確保するための方策を考えているか。また、その対象者如何。 
　　　（答） 
１．臨時休業を行うとした場合にも、医療関係業務に従事する保護者等で保育サービスの利用が必要となる場合には、子どもを少人数に分け、小規模で保育を行ったり、現に勤務している保育士の自宅での臨時的な一時預かりなど既存の保育サービス資源を活用した対応について、厚生労働省から都道府県を通じて市町村に対し、配慮要請を行ったところである。 

２．高齢者の短期入所、通所介護等については、居宅介護支援事業者、訪問介護事業者を含め、
　　関係事業者間で連携の上、必要性の高い利用者を優先しつつ、訪問介護事業者等が代替サー
　　ビスを提供することによって、必要な介護サービスを確保するよう厚生労働省や自治体から
　　事業者に対し、要請をしている。

３．なお、訪問介護サービス等については、当該地域においても、手洗いやうがい、マスクの着用等、感染防止策を徹底して、通常通りサービスを提供することとしている。

　
■厚生労働省「医療の確保、検疫、学校・保育施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針」　

　（平成21年５月22日）
２．地域における対応について
（１）感染の初期、患者発生が少数であり、感染拡大防止に努めるべき地域

③学校・保育施設等
　感染の初期においては、学校（大学を除く。以下同じ）・保育施設等の臨時休業は感染拡大防止に効果がある。したがって、発生した患者が学校・保育施設等に通う児童・生徒等である場合、また、発生した患者が児童・生徒等以外であっても、二次感染が生じ、さらに感染拡大のおそれがある場合、学校・保育施設等については、市区町村の一部又は全部、場合によっては都道府県の全部での臨時休業を要請する。
　休業の要請については、一週間ごとに検討を行い、感染状況を踏まえ、症状がある者を休ませるなど感染防止策の徹底を前提とした上で、臨時休業の解除を要請する。
　解除後に患者が発生した学校・保育施設等については、個別に臨時休業を要請する。
（２）急速な患者数の増加が見られ、重症化の防止に重点を置くべき地域

③学校・保育施設等
　地域において急速に患者数が増加している場合には、広範囲の地域で学校・保育施設等の臨時休業を行うことは、感染拡大防止には効果が薄い。しかし、学校・保育施設等で患者が多く発生した場合、当該学校・保育施設等の児童・生徒等を感染から守るために、当該学校・保育施設等について、その設置者等の判断により臨時休業を行う。つまり、季節性インフルエンザと同様の対応となる。
